
午前の部令 和 元 年 度 第 ２ 回
法規・設備及び設備管理電気通信主任技術者試験問題

注 意 事 項
１０時００分１ 試験開始時刻

２ 試験科目別終了時刻

試 験 科 目 科 目 数 終 了 時 刻

１１時２０分「法規」のみ １ 科 目

１１時４０分「伝送交換設備(又は線路設備)及び設備管理」のみ １ 科 目

１３時００分「法規」及び「伝送交換設備(又は線路設備)及び設備管理」 ２ 科 目

３ 試験種別と試験科目別の問題(解答)数及び試験問題ページ

問 題 ( 解 答 ) 数 試験問題
試 験 種 別 試 験 科 目

問１ 問２ 問３ 問４ 問５ ペ ー ジ

法 規 ６ ５ ６ ７ ６ 1～13
伝送交換主任技術者

伝送交換設備及び設備管理 ８ ８ ８ ８ ８ 14～27

法 規 ６ ５ ６ ７ ６ 1～13
線 路 主 任 技 術 者

線路設備及び設備管理 ８ ８ ８ ８ ８ 28～41

４ 受験番号等の記入とマークの仕方

マークシート(解答用紙)にあなたの受験番号、生年月日及び氏名をそれぞれ該当枠に記入してください。(1)

受験番号及び生年月日に該当する箇所を、それぞれマークしてください。(2)

生年月日の欄は、年号をマークし、生年月日に１桁の数字がある場合、十の位の桁の｢０｣もマークしてください。(3)

[記入例] 受験番号 ０１ＡＢ９４１２３４ 生年月日 昭和５０年３月１日

５ 答案作成上の注意

マークシート(解答用紙)は１枚で、２科目の解答ができます。(1)

｢法規｣は赤色(左欄) 「伝送交換設備(又は線路設備)及び設備管理｣(｢設備及び設備管理｣と略記)は緑色(右欄)です。、

解答は試験科目の解答欄の正解として選んだ番号マーク枠を、黒の鉛筆(ＨＢ又はＢ)で濃く塗りつぶしてください｡(2)

ので、使用しないでください。① ボールペン、万年筆などでマークした場合は、採点されません

二つ以上マークした場合、その問いについては採点されません。② 一つの問いに対する解答は一つだけです。

③ マークを訂正する場合は、プラスチック消しゴムで完全に消してください。

免除の科目がある場合は、 科目欄は記入しないでください。(3) その

(4) 、あなたが を○で囲んでください。(試験種別は次のように略記されています。)受験種別欄は 受験申請した試験種別

① 『伝 送 交 換』伝送交換主任技術者は､

② 『線 路』線路主任技術者は、

試験問題についての特記事項は、裏表紙に表記してあります。(5)

６ 合格点及び問題に対する配点

(1) 各科目の満点は１００点で、合格点は６０点以上です。

(2) 各問題の配点は、設問文の末尾に記載してあります。

マークシート(解答用紙)は、絶対に折り曲げたり、汚したりしないでください。

次ページ以降は試験問題です。試験開始の合図があるまで、開かないでください。

受 験 番 号 解答の公表は１月２９日１０時以降の予定です。

(控 え) 合否の検索は２月１７日１４時以降可能の予定です。

(今後の問い合わせなどに必要になります。)
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試 験 種 別 試 験 科 目

線路主任技術者 線路設備及び設備管理

問１ 次の問いに答えよ。 (小計２０点)

(１) 次の文章は、ＧＥ－ＰＯＮシステムの概要について述べたものである。 内の(ア)～

(エ)に最も適したものを、下記の解答群から選び、その番号を記せ。 (２点×４＝８点)

１心の光ファイバを光受動素子である光スプリッタを用いて分岐することにより、１心の光

ファイバに複数のユーザを収容する光アクセスシステムは、ＰＯＮシステムといわれる。

ＰＯＮシステムは、データ転送の単位となるフレームの形式、伝送速度の違いなどにより分

類され、そのうちの一つであるＧＥ－ＰＯＮシステムは、ＬＡＮで一般的に用いられているイー

サネットフレームをそのままの形式で、最大 (ア) の伝送速度により送受信することが可

能である。

ＧＥ－ＰＯＮシステムでは、設備センタのＯＬＴからユーザ宅のＯＮＵへの下り信号の伝送

には、複数のユーザの信号を多重化するため (イ) 技術が採用されている。また、上り信

号と下り信号を１心の光ファイバで同時に送受信するためＷＤＭ技術が用いられている。

設備センタのＯＬＴからユーザ宅のＯＮＵへの下りフレームは、同一のものが放送形式で当

該ＯＬＴ配下の全てのＯＮＵに到達するため、各ＯＮＵは、自分宛のフレームであるか否かを

(ウ) といわれる識別子により判断して自分宛のフレームのみを取り込み、他のＯＮＵ宛

のフレームを破棄している。

さらに、ＧＥ－ＰＯＮシステムでは、ユーザ宅のＯＮＵから設備センタのＯＬＴへの上り信

号の伝送には、伝送帯域を有効活用するため、一般に、上り信号の帯域を動的に制御しており、

各ＯＮＵは要求する帯域をＯＬＴへ通知し、ＯＬＴが各ＯＮＵに帯域を割り当てる (エ)

といわれる機能が用いられている。

<(ア)～(エ)の解答群>

① １０ Ｍbit／s ② ＦＤＭ ③ 識別再生

④ １００ Ｍbit／s ⑤ ＤＭＴ ⑥ ＴＤＭ

⑦ １ Ｇbit／s ⑧ ＣＤＭ ⑨ レンジング

⑩ １０ Ｇbit／s ⑪ ＤＢＡ ⑫ ＳＤＭ

⑬ ＥＵＩＤ(Effective User ID) ⑭ ＬＬＩＤ(Logical Link ID)

⑮ ＰＳＩＤ(Physical Security ID) ⑯ ＳＳＩＤ(Service Set ID)
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(２) 次の文章は、光ファイバの特徴などについて述べたものである。 内の(オ)、(カ)に

最も適したものを、下記のそれぞれの解答群から選び、その番号を記せ。 (３点×２＝６点)

(ⅰ) 光ファイバの屈折率分布などについて述べた次のＡ～Ｃの文章は、 (オ) 。

Ａ 光ファイバは屈折率分布の違いにより、コアとクラッドの間で屈折率分布が放物線状に変

化しているステップインデックス型光ファイバとコアの屈折率分布が階段状に変化している

グレーデッドインデックス型光ファイバに大別される。

Ｂ シングルモード光ファイバの構造パラメータには、モードフィールド径、カットオフ波長

などがある。

Ｃ 光ファイバにおける主な分散として、マルチモード光ファイバにおいては偏波モード分散

及び構造分散があり、シングルモード光ファイバにおいてはモード分散及び材料分散がある。

<(オ)の解答群>

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ Ｃのみ正しい

④ Ａ、Ｂが正しい ⑤ Ａ、Ｃが正しい ⑥ Ｂ、Ｃが正しい

⑦ Ａ、Ｂ、Ｃいずれも正しい ⑧ Ａ、Ｂ、Ｃいずれも正しくない

(ⅱ) 光ファイバ中に生ずる非線形光学現象などについて述べた次の文章のうち、誤っているもの

は、 (カ) である。

<(カ)の解答群>

① 相互位相変調は、波長の異なる二つの光が光ファイバに入射したとき、一方の光

の強度変化によって生ずる屈折率変化で他方の光の位相変化が生ずる現象である。

② 光カー効果は、高強度の短光パルスが光ファイバに入射したとき、光の電界で光

ファイバ物質中の電子の軌道が変化することによって屈折率が変化する現象である。

③ 四光波混合は、波長の異なる四つの光が光ファイバに入射したとき、干渉により

四つの光の強度が変化する現象である。

④ 光ソリトンは、チャーピングによる狭パルス化と分散による光パルスの広がりと

が釣り合って相殺され、入射した光パルスが元の波形を保ったまま伝搬する現象で

ある。
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(３) 次の文章は、光中継伝送システム及び光ファイバ増幅器について述べたものである。

内の(キ)、(ク)に最も適したものを、下記のそれぞれの解答群から選び、その番号を記せ。

(３点×２＝６点)

(ⅰ) 線形中継器を用いた光中継伝送システム(線形中継システム)の構成及び機能について述べた

次の文章のうち、誤っているものは、 (キ) である。

<(キ)の解答群>

① 線形中継システムでは、一般に、線形中継器数の増加に伴って累積する光雑音に

よるＳＮ比の低下と光ファイバの分散による波形劣化が、符号誤り率特性に影響を

及ぼす。

② 線形中継システムに用いられる線形中継器は、再生中継器と異なり、タイミング

抽出機能はなく、等化増幅機能及び識別再生機能がある。

③ 線形中継器に用いられる光ファイバ増幅器において、反転分布が完全に実現され

た理想的な場合、入力のＳＮ比を出力のＳＮ比で除した雑音指数は３ dＢ である。

④ 線形中継システムでは、一般に、線形中継器の光入出力レベルを監視し、励起用

ＬＤの光出力レベルを調整することにより線形中継器の光出力レベルが一定となる

よう制御している。

(ⅱ) エルビウム添加光ファイバ増幅器(ＥＤＦＡ)の特徴などについて述べた次の文章のうち、正

しいものは、 (ク) である。

<(ク)の解答群>

① ＥＤＦＡは、一般に、エルビウム添加光ファイバ、励起光源、光変調回路、信号

光と励起光を合分波する光アイソレータなどから構成される。

② ＥＤＦＡの励起光源としては、一般に、高出力動作を目的とする場合は１.６５

μｍ帯のＬＤが用いられる。

③ ＥＤＦＡは、一般に、相互変調ひずみが生じやすく、ビットレート依存性がある

ため、異なる多数の波長を同時に増幅する場合、波長ごとに個別のＥＤＦＡを設置

する必要がある。

④ ＥＤＦＡに用いられるエルビウム添加光ファイバには、ある励起光パワーに対し

て増幅利得が最大となる光ファイバ長があり、光ファイバ長がそれより長い場合又

はそれより短い場合、増幅利得は低下する。



31

問２ 次の問いに答えよ。 (小計２０点)

(１) 次の文章は、海底ケーブルの敷設工事について述べたものである。 内の(ア)～(エ)

に最も適したものを、下記の解答群から選び、その番号を記せ。ただし、 内の同じ記

号は、同じ解答を示す。 (２点×４＝８点)

海底ケーブルの敷設においては、ケーブル故障を防止するために、サスペンションや過張力

を生じないように海底面に沿って海底ケーブルを敷設することが重要である。海底面には陸上

と同様に上り、下り及びそれらが複合した斜面があり、それぞれの場所に応じた適切な長さの

ケーブルを敷設する必要がある。そのため、それぞれの海底地形に基づく適切な敷設ケーブル

長をあらかじめ計算しておくことが必要であり、この計算は、一般に、 (ア) 計算といわ

れる。

この (ア) 計算の結果に基づきケーブルルート上のそれぞれの海底地形に応じたケーブ

ル船の敷設速度、ケーブル繰出速度などについての詳細な計画が立てられる。敷設工事では予

定のケーブルルートに従ってケーブル船の敷設方向を制御し、同時に、この計画に基づいて敷

設速度及びケーブル繰出速度の制御を行いながら、ケーブルを敷設する。

ケーブル船には、一般に、 (イ) が備えられており、これにＤ－ＧＰＳ又はＧＰＳから

の位置情報をパラメータとして入力することにより、ケーブル船のスクリュー、舵及びスラス
かじ

タを自動調整して、ルート上の各位置で計画された敷設方向や敷設速度を高い精度で実現する

ことが可能となっている。

長距離連続敷設の場合、一般に、ケーブル敷設中のケーブル繰出速度の制御には (ウ)

が用いられる。また、浅海部において、海底ケーブルを防護するための埋設工事を実施する場

合に用いられる埋設機、ＲＯＶ(Remotely Operated Vehicle)などは、ケーブル船に装備されて

いる (エ) を使って吊り下げられ、海底に下ろされる。
つ

<(ア)～(エ)の解答群>

① スラック ② バウシーブ ③ トランジション ④ トンネルスラスタ

⑤ 動水勾配 ⑥ Ａフレーム ⑦ 流体加速度 ⑧ スターンシュート

⑨ ＨＤ(Holding Drive) ⑩ ＩＢＳ(Intermediate Breaker System)

⑪ ＣＤ(Cutting Drive) ⑫ ＲＰＬ(Route Position List)

⑬ ＬＣＥ(Linear Cable Engine) ⑭ ＳＬＤ(Straight Line Diagram)

⑮ ＤＣＥ(Drum Cable Engine) ⑯ ＤＰＳ(Dynamic Positioning System)
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(２) 次の文章は、通信土木設備の道路占用及び施工における安全対策について述べたものである。

内の(オ)、(カ)に最も適したものを、下記のそれぞれの解答群から選び、その番号を

記せ。 (３点×２＝６点)

(ⅰ) 通信土木設備の道路占用について述べた次の文章のうち、正しいものは、 (オ) である。

<(オ)の解答群>

① 道路占用工事においては、沿道住民への迷惑防止、公共事業の繰り返し工事防止

などの観点から、一般に、工事計画段階で幹事企業が道路工事調整会議を主催して、

必要により同一掘削溝内での共同施工などの調整が図られる。

② 通信土木設備の工事は、そのほとんどが道路占用工事となり、道路占用工事を行

う場合、道路法に基づく道路占用許可及び道路交通法に基づく道路使用許可の取得

が必要である。

③ 道路占用許可手続の標準的な期間は、受付から２～３週間以内と道路法に定めら

れており、申請書類の不備などを補正するために必要とする期間及び申請途中で申

請者が申請内容を変更するために必要とする期間も、標準的な期間に含まれる。

④ 共同溝工事及び各企業が競合する路線整備工事では、各企業からの道路占用許可

の申請受付順に施工時期が優先されるため、早期に申請することが重要である。

(ⅱ) 建設工事公衆災害防止対策要綱に基づく管路設備の施工における安全対策について述べた次

の文章のうち、正しいものは、 (カ) である。

<(カ)の解答群>

① 施工者は、道路上に作業場を設ける場合は、原則として、交通流に対する背面か

ら車両を出入りさせなければならない。ただし、周囲の状況等によりやむを得ない

場合においては、交通流に平行する部分から車両を出入りさせることができる。

② 施工者は、移動柵を連続して設置する場合には、移動柵の間隔は、原則として移

動柵の３倍の長さ以下としなければならず、かつ、移動柵間には保安灯又はセイフ

ティコーンを置き、作業場の範囲を明確にしなければならない。

③ 施工者は、作業に使用しない車両を駐車させる場合、道路上に設置した作業場の

範囲内に駐車させなければならない。また、作業に使用する作業中の車両にあって

は、運転手を当該車両に常駐させてはならない。

④ 起業者及び施工者は、土木工事のために一般の交通の用に供する部分の通行を制

限する必要のある場合において、歩行者が安全に通行し得るために歩行者用として

別に幅０.４ ｍ 以上、特に歩行者の多い箇所においては幅１.０ ｍ 以上の通路を

確保しなければならない。
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(３) 次の文章は、通信土木設備の劣化、腐食などについて述べたものである。 内の(キ)、

(ク)に最も適したものを、下記のそれぞれの解答群から選び、その番号を記せ。

(３点×２＝６点)

(ⅰ) マンホールなどの劣化について述べた次の文章のうち、正しいものは、 (キ) である。

<(キ)の解答群>

① マンホール内の金物の腐食には、異なる種類の金属材料が電気的に接触して生ず

る応力腐食割れ、狭い隙間の内部に生ずる孔食などがある。

② 地中水に鉄やマンガン成分を含む臨海埋立地に設置されるマンホールは、嫌気性

バクテリアなどにより生成される硫化水素でコンクリート壁が浸食される場合があ

る。

③ マンホール内の金物のバクテリア腐食は、微生物の作用によるものであり、有機

被覆による犠牲防食、又は流電陽極による絶縁防食、あるいはそれらを併用するこ

とにより金物の長寿命化・延命が可能である。

④ とう道壁に用いられるコンクリートの中の消石灰が、コンクリートの亀裂から流

出し地中水に置き換わると、コンクリートの中は次第にアルカリ化し、鉄筋は腐食

しやすくなる。

(ⅱ) 橋梁添架設備の腐食などについて述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (ク) で
りょう

ある。

<(ク)の解答群>

① 海岸地域では、橋梁添架設備の腐食が発生しやすく、その補修には塗装による方

法が採られている。橋梁添架設備の塗装替えには、一般に、細部まで十分に塗装が

できないといった問題がある。

② 塗装替えに伴う塗装の耐久性には、素地調整(ケレン)の程度、塗り重ね回数、塗

料の種類などが直接影響を及ぼし、耐久性は施工時の品質管理によって決定付けら

れる度合が大きいといわれている。

③ 半割管を用いた橋梁添架管路の腐食補修は、腐食管の上から半割管を装着する工

法であるため、ケーブルを布設替えすることがなく、簡易に補修できる方法である。

④ 半割管を用いたケーブル引上げ管の腐食補修は、腐食した引上げ管路を撤去した

後に半割管を装着する工法であるため、ケーブルを布設替えすることがなく、簡易

に補修できる方法である。
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問３ 次の問いに答えよ。 (小計２０点)

(１) 次の文章は、光ファイバの融着接続方法について述べたものである。 内の(ア)～

(エ)に最も適したものを、下記の解答群から選び、その番号を記せ。 (２点×４＝８点)

光ファイバの融着接続は、一般に、光ファイバ心線被覆除去、光ファイバ切断、光ファイバ

の軸合せ、融着、融着接続部の補強の手順で行われる。

光ファイバ心線被覆除去では、光ファイバ心線被覆を (ア) を用いて機械的に除去する。

光ファイバ切断では、切断面が滑らかとなるように専用工具を用いて切断する。

光ファイバの軸合せは、融着接続機を用いて行われ、クラッド外径合せの機構による方法又

はコアどうしを合わせる軸調心機能による方法がある。

融着では、始めに (イ) といわれる工程により光ファイバの先端を丸く整形し、次に両

方の光ファイバの先端を接触させて、溶融して行われる。このとき、光ファイバの接触面に小

さい圧力を加えて押し込むことにより完全な融着ができる。また、溶融の方法としては、一般

に、接続の容易さ、信頼性などの面から (ウ) が用いられる。

融着接続部の補強は、光ファイバ心線被覆が完全に除去された融着接続部に (エ) を用

いて被覆除去部を覆うことで行われる。

<(ア)～(エ)の解答群>

① アーク放電 ② ニッパ ③ 球面研磨 ④ コロナ放電

⑤ 割りスリーブ ⑥ 火花放電 ⑦ 光ファイバカッタ ⑧ 予加熱

⑨ プレキャスト ⑩ フェルール ⑪ 熱収縮スリーブ ⑫ レーザ光

⑬ メカニカルスプライス接続工具 ⑭ スクリーニング

⑮ 光ファイバストリッパ ⑯ 自己粘着性テープ
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(２) 次の文章は、ケーブルの布設方法などについて述べたものである。 内の(オ)、(カ)

に最も適したものを、下記のそれぞれの解答群から選び、その番号を記せ。 (３点×２＝６点)

(ⅰ) 地下用光ケーブルの布設方法について述べた次の文章のうち、正しいものは、 (オ) で

ある。

<(オ)の解答群>

① 地下管路区間へのケーブル布設作業において、先端牽引法で布設張力がケーブル
けん

の許容張力を超える場合には、中間牽引法、布設ルートの中間での８の字取り工法

などにより、布設張力を軽減する方法が用いられる。

② ケーブルの牽引法において、先端牽引法では、一般に、ケーブル牽引車を用いて

ケーブル外被を把持して牽引し、中間牽引法では、布設ルートの中間に設置されたケー

ブル牽引機を用いてケーブルのテンションメンバを牽引する。

③ 地下管路区間へのケーブル布設作業において、地下管路区間に屈曲点(水平曲がり)

が１か所ある場合は、布設張力を軽減する観点から、一般に、当該屈曲点に遠い方

のマンホールからケーブルを引き入れる。

④ ケーブルのテンションメンバは、牽引張力に応じてケーブル外被と柔軟に連動さ

せる必要があるため、できる限りヤング率の小さい材料を用いることが望ましい。

(ⅱ) 架空ケーブルの架渉方法などについて述べた次のＡ～Ｃの文章は、 (カ) 。

Ａ 丸型ケーブルを架渉する方法としては、あらかじめ吊り線を電柱間に架渉しておき、ケー
つ

ブルリング、ケーブルハンガなどを用いて丸型ケーブルを吊り線に添架する方法がある。

Ｂ 自己支持型(ＳＳ)ケーブルは、支持線とケーブルが一体となっており、強風にさらされる

区間に架渉された場合、丸型ケーブルと比較して、一般に、ダンシングが発生しやすい。

Ｃ 丸型ケーブルとＳＳケーブルを平行架渉する場合、両ケーブルの接触による損傷を防止す

る方法として、ケーブル移動防止金物が用いられる。

<(カ)の解答群>

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ Ｃのみ正しい

④ Ａ、Ｂが正しい ⑤ Ａ、Ｃが正しい ⑥ Ｂ、Ｃが正しい

⑦ Ａ、Ｂ、Ｃいずれも正しい ⑧ Ａ、Ｂ、Ｃいずれも正しくない
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(３) 次の文章は、線路設備における劣化、電磁誘導などとそれらの対策について述べたものである。

内の(キ)、(ク)に最も適したものを、下記のそれぞれの解答群から選び、その番号を

記せ。 (３点×２＝６点)

(ⅰ) 線路設備の劣化、生物被害などとそれらの対策について述べた次の文章のうち、正しいもの

は、 (キ) である。

<(キ)の解答群>

① プラスチック材料は紫外線に長期間さらされると、分子鎖の切断により強度劣化

が生じ、割れやすくなる。これを防ぐために、屋外で使用するケーブル外被材料な

どには、紫外線領域の光を吸収するシリコンが含有されている。

② 架空線路設備の吊り線などに使用される鋼材は、鉄を主成分としているため、吊

り線の防食対策として、亜鉛－アルミニウム合金をめっきした鋼線を撚り合わせた
よ

高耐食鋼撚り線を適用する方法が有効である。

③ キツツキ、リスなどの鳥獣類による外被損傷の防止対策に用いられる架空ケーブ

ルとしては、波付ステンレスラミネートテープで外被を補強・保護したＦＲケーブ

ルがある。ＦＲケーブルは、強風地域での外被亀裂に対する対策としても有効であ

る。

④ 昆虫類によるドロップ光ファイバケーブルの外被損傷としては、クマゼミの幼虫

によるかじり、コウモリガの成虫の産卵管による損傷などがあり、ドロップ光ファ

イバケーブルと平行にピアノ線を張る対策が有効である。

(ⅱ) 電磁誘導とその対策について述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (ク) である。

<(ク)の解答群>

① 送電線に１線地絡事故が生じて地絡電流が大地帰路電流となって流れることによ

り、近接する通信線と大地間に誘起される電圧は異常時誘導縦電圧といわれ、地絡

電流継続時間が０.０６秒以下の高安定送電線での制限値は、一般に、４３０ Ｖ

とされている。

② 送電線の常時運転時に、各相の負荷電流の不平衡などによって近接する通信線と

大地間に誘起される電圧は常時誘導縦電圧といわれ、作業者の安全確保を対象とし

た場合の制限値は、一般に、６０ Ｖ とされている。

③ 送電線に流れる常時の高調波電流などによって近接する通信線と大地間に誘起さ

れる電圧は常時誘導雑音電圧といわれ、一般電話回線の場合の制限値は、一般に、

０.５ mＶ とされている。

④ 電磁誘導を軽減するための対策の一つとして、架空線路区間を地下化し、ケーブ

ルを金属管路に収容することにより、遮蔽係数を小さくする方法がある。
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問４ 次の問いに答えよ。 (小計２０点)

(１) 次の文章は、建設工事における日程短縮の方法について述べたものである。 内の

(ア)～(エ)に最も適したものを、下記の解答群から選び、その番号を記せ。 (２点×４＝８点)

図に示すアローダイアグラムにおいて、以下に示すⓐ～ⓔの手順により最小の増加費用でク

リティカルパスの所要日数(以下、全体工期という。)を５日間短縮することを検討する。ここ

で、表は、各作業の短縮可能日数と総短縮費用を示しており、作業を１日短縮するために必要

な費用(費用勾配)は、総短縮費用を短縮可能日数で除した値とする。

ⓐ 当該アローダイアグラムにおけるクリティカルパスは、 (ア) →⑥→⑦である。

ⓑ クリティカルパス上の作業のうち、費用勾配が最も小さい作業 (イ) の作業日数を

短縮する。

ⓒ 次に短縮すべきクリティカルパス上の作業を (ウ) 短縮するとクリティカルパスが

二つとなる。

ⓓ それぞれのクリティカルパスを踏まえて、最小の短縮費用で全体工期を５日間短縮する

ように、短縮する作業及び短縮日数を決定する。

ⓔ 上記ⓐ～ⓓより、最終的に全体工期を５日間短縮する場合に要する短縮費用は、 (エ)

万円と求まる。

<(ア)～(エ)の解答群>

① １日だけ ② ４０ ③ Ｄ ④ ①→②→③

⑤ ２日だけ ⑥ ４８ ⑦ Ｅ ⑧ ①→②→④

⑨ ３日だけ ⑩ ５８ ⑪ Ｆ ⑫ ①→②→④→⑤

⑬ ４日だけ ⑭ ９０ ⑮ Ｇ ⑯ ①→③

１２日

９日

作業Ｂ

３日

作業Ｃ

８日

３

作業Ｅ

作業Ａ
２

４日

１８日

８日

作業Ｇ

作業Ｄ

５

６４１ ７
作業Ｆ

作業 短縮可能日数（日）

Ｄ ５

２

Ｆ

総短縮費用（万円）

Ｅ ３

３０

９０

３０

Ｃ

４ ８０

Ｇ ２ １０

Ａ

Ｂ

２

２ ３０

６０
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(２) 次の文章は、システムの信頼性について述べたものである。 内の(オ)、(カ)に最も

適したものを、下記のそれぞれの解答群から選び、その番号を記せ。 (３点×２＝６点)

(ⅰ) アベイラビリティについて述べた次のＡ～Ｃの文章は、 (オ) 。

Ａ 与えられた時点でシステムが動作可能である確率は、一般に、瞬間アベイラビリティなど

といわれる。

Ｂ ＭＴＢＦをＭＴＢＦとＭＴＴＲの和で除したものは、一般に、運用アベイラビリティとい

われる。

Ｃ ＭＵＴ(平均アップ時間)をＭＵＴとＭＤＴ(平均ダウン時間)の和で除したものは、一般に、

固有アベイラビリティといわれる。

<(オ)の解答群>

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ Ｃのみ正しい

④ Ａ、Ｂが正しい ⑤ Ａ、Ｃが正しい ⑥ Ｂ、Ｃが正しい

⑦ Ａ、Ｂ、Ｃいずれも正しい ⑧ Ａ、Ｂ、Ｃいずれも正しくない

(ⅱ) 信頼性の事前評価について述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (カ) である。

<(カ)の解答群>

① 製品の開発を進めていく際に、進捗の各節目ごとに関係者が集まって行われる設

計審査会は、一般に、デザインレビューといわれる。

② ＦＴＡは、一般に、故障の発生頻度が高い、発生時の被害が大きいなどの重要な

故障モードに対して実施すると効果的である。

③ 故障の因果関係を樹木状に展開する故障解析手法の一つにＥＴＡがあり、これは

基本的な故障要因を想定してその影響を事前に分析しておくという考え方に基づい

た手法である。

④ 現象から原因に向かってトップダウンの手法により故障波及状況や影響度などを

解析する手法として、ＦＭＥＡがある。
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(３) 次の文章は、基板の信頼性について述べたものである。 内の(キ)、(ク)に最も適し

たものを、下記の解答群から選び、その番号を記せ。ただし、基板は偶発故障期間にあり、メモ

リ素子個々の故障率は同一値とし、 ０.９９＝－０.０１、ｅ ＝０.９とする。log ｅ －０.１

(３点×２＝６点)

１０,０００個のメモリ素子を組み込んだ基板の使用開始後５０時間における信頼度が０.９９

であるとき、メモリ素子１個当たりの故障率は、 (キ) ＦＩＴ である。また、この基板

の使用開始後５００時間以内に故障する確率は、 (ク) ％ である。

<(キ)、(ク)の解答群>

① ２×１０ ② １.９８×１０ ③ ２×１０ ④ ５－８ －６ －４

⑤ １０ ⑥ ２０ ⑦ ５０ ⑧ ８０

３ ５⑨ ９０ ⑩ １.９８×１０ ⑪ ２×１０

問５ 次の問いに答えよ。 (小計２０点)

(１) 次の文章は、ログの取得方法などについて述べたものである。 内の(ア)～(エ)に最

も適したものを、下記の解答群から選び、その番号を記せ。ただし、 内の同じ記号は、

同じ解答を示す。 (２点×４＝８点)

ＯＳ、アプリケーション、通信機器などにおける業務プロセスの実行記録はログといわれ、

ログを確認することで装置の稼働状態、処理の実行状態、障害の発生状況などを把握できる。

どのようなログを取得するかはそのログの使用目的を考慮する必要がある。システム利用者

による不正利用があったときに、その利用者を特定する手掛かりを得るためには、一般に、利

用者の (ア) とその操作記録が必要である。また、マルウェアがシステム設定を変更した

ことを知るためには、プログラムの動作記録を取得することが有効である。一方、ファイア

ウォールにはアクセス制御やアクセスに関する履歴を取得する機能がある。また、 (イ)

には、ネットワークを流れるパケットを監視し、不正アクセスと思われるパケットを発見した

ときにアラームを表示し、通信記録を保存する機能を持つものがある。

セキュリティインシデントが発生した場合、一般に、一つの装置のログだけではなく複数の

装置のログを突き合わせて原因究明を行う必要がある。ログを突き合わせるためには各装置の

時刻合わせが必須であり、その方法として、世界の各所に存在する (ウ) サーバから正確

な時刻を取り込む、組織内に (ウ) サーバを構築して組織内の情報システムの時刻合わせ

を行うなどの方法がある。また、 (エ) はリモートホストにログをリアルタイムに送信す

ることができる機能を提供する仕組みであり、この機能を用いて各サーバのログを１か所に集

めることでログの一元管理を実現できる。

<(ア)～(エ)の解答群>

① Ｗｅｂ ② ＤＮＳ ③ アクセス権 ④ ＩＤ

⑤ ＯＣＲ ⑥ ハブ ⑦ スイッチ ⑧ ＳＳＨ

⑨ ＤＨＣＰ ⑩ ＩＤＳ ⑪ ｓｙｓｌｏｇ ⑫ ＦＴＰ

⑬ 職 位 ⑭ ＮＴＰ ⑮ ＳＡＮ ⑯ 所属組織
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(２) 次の問いの 内の(オ)に最も適したものを、下記の解答群から選び、その番号を記せ。

(３点)

ＪＩＳ Ｑ ２７００１：２０１４に規定されている、ＩＳＭＳ(情報セキュリティマネジメ

ントシステム)の要求事項を満たすための管理策について述べた次の文章のうち、誤っている

ものは、 (オ) である。

<(オ)の解答群>

① 装置は、セキュリティの３要件のうちの機密性及び安全性を継続的に維持する

ことを確実とするために、正しく保守しなければならない。

② 情報の利用の許容範囲、並びに情報及び情報処理施設と関連する資産の利用の

許容範囲に関する規則は、明確にし、文書化し、実施しなければならない。

③ 資産の取扱いに関する手順は、組織が採用した情報分類体系に従って策定し、

実施しなければならない。

④ 情報セキュリティのための方針群は、これを定義し、管理層が承認し、発行し、

従業員及び関連する外部関係者に通知しなければならない。

(３) 次の問いの 内の(カ)に最も適したものを、下記の解答群から選び、その番号を記せ。

(３点)

不正アクセスの手法などについて述べた次の文章のうち、正しいものは、 (カ) である。

<(カ)の解答群>

① サーバのポートに対して順次アクセスを行い、サーバ内で動作しているアプリ

ケーションやＯＳの種類を調べ、侵入口となり得るポートの有無を調べる行為は

アドレススキャンといわれる。

② 考えられる全ての暗号鍵や文字列の組合せを試みることにより、暗号の解読や

パスワードを解析する手法は、一般に、辞書攻撃といわれる。

③ コンピュータのＯＳやアプリケーションにセキュリティホールがあると、その

攻撃方法や攻撃ツールはインターネットから入手できることがあるため、攻撃者

はこれらを利用して攻撃してくることがある。

④ 攻撃者がログを消去して侵入の形跡を消すとともに次回の侵入を容易にする行

為は、一般に、スニッフィングといわれる。
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(４) 次の問いの 内の(キ)に最も適したものを、下記の解答群から選び、その番号を記せ。

(３点)

建設業法に定める施工体制台帳などについて述べた次の文章のうち、正しいものは、

(キ) である。

<(キ)の解答群>

① 特定建設業者は、発注者から直接請け負った建設工事の下請契約の請負代金の額

が公共工事で２,０００万円以上又は民間工事で３,０００万円以上の場合、施工体

制台帳を作成しなければならない。

② 施工体制台帳の添付書類の一つである下請契約書とは、１次下請の下請負人との

契約書の写しをいい、２次下請以下の下請負人が締結した契約書の写しは含まない。

③ 施工体系図は、作成された施工体制台帳に基づき商号又は名称、当該下請負人に

係る建設工事の内容及び工期などを記載したものであり、各下請負人の施工分担関

係が分かるようにしたものである。

④ 特定建設業者は、作成した施工体制台帳を建設工事の目的物の引渡しをするまで

営業所ごとに備え置かなければならない。また、施工体制台帳の保存期間は、当該

建設工事の目的物の引渡しをしたときから３年間である。

(５) 次の問いの 内の(ク)に最も適したものを、下記の解答群から選び、その番号を記せ。

(３点)

労働安全衛生に関する法令に基づく安全衛生管理体制などについて述べた次の文章のうち、

誤っているものは、 (ク) である。

<(ク)の解答群>

① 業種が通信業であって、常時３００人以上の労働者を使用する事業場においては、

事業を実質的に統括管理する総括安全衛生管理者を選任しなければならない。

② 総括安全衛生管理者が統括管理する業務の一つとして、労働災害の原因の調査及

び再発防止対策に関することがある。

③ 業種が通信業であって、常時５０人以上の労働者を使用する事業場においては、

安全に係る技術的事項を管理する安全管理者を、資格を有する者のうちから選任し

なければならない。

④ 安全管理者が行わなければならない業務として、労働衛生保護具、救急用具等の

点検及び整備が定められている。



 

試験問題についての特記事項 

 

(1) 試験問題に記載されている製品名は、それぞれ各社の商標又は登録商標です。 
なお、試験問題では、  及び TM を明記していません。 

 
(2) 問題文及び図中などで使用しているデータは、全て架空のものです。 
 
(3) 論理回路の記号は、ＭＩＬ記号を用いています。 
 
(4) 試験問題では、常用漢字を使用することを基本としていますが、次の例に示す専門的用語などについては、 

常用漢字以外も用いています。 
［例］ ・迂回(うかい) ・筐体(きょうたい) ・輻輳(ふくそう) ・撚り(より) ・漏洩(ろうえい)  など 

 
(5) バイト〔Byte〕は、デジタル通信において情報の大きさを表すために使われる単位であり、一般に、２進数の 

８桁、８ビット〔bit〕です。 
 
(6) 情報通信の分野では、８ビットを表すためにバイトではなくオクテットが使われますが、試験問題では、一般 

に、使われる頻度が高いバイトも用いています。 
 
(7) 試験問題のうち、正誤を問う設問において、句読点の有無など日本語表記上若しくは日本語文法上の誤り 

だけで誤り文とするような出題はしておりません。 
 
(8) 法令に表記されている「メグオーム」は、「メガオーム」と同じ単位です。 
 
(9) 法規科目の試験問題において、個別の設問文中の「 」表記は、出題対象条文の条文見出しなどを表して 

います。また、出題文の構成上、必ずしも該当条文どおりには表記しないで該当条文中の(  )表記箇所の省 
略や部分省略などをしている部分がありますが、(  )表記の省略の有無などで正誤を問うような出題はしてお 
りません。 

 


